
１　事業の概要

２　債務負担行為設定理由

３　限度額の積算内訳

(単位：千円)

【調整の内容】

要求どおり計上。

消費税改定後支出予定額 35,725 35,725 35,725 35,725 35,725

平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度

平成31年10月以降消費税改定後、平成31年度以降、以下のとおりとなる。

消費税改定後支出予定額 35,725 35,725

平成40年度

32,152

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度

(単位：千円)

35,725 35,725 35,725 35,725

計

496,577

改定前支出予定額との差

179,305

35,725 35,725

　事業概要等

　リース方式により神奈川県住宅供給公社が整備した小田原合同庁舎を借り上げることに伴い、県は同公社に対し30年間にわた
り賃借料を負担する。

179,305 - - ‐ 179,305

　

　消費税率の引上げに伴う増額分について、新たに設定する必要が生じたため。

671,470

354,198

317,272

当初債務負担行為設定額

既支出額（H15～H30年度）

消費税改定前支出予定額（H31～H44年度）

- - ‐ 179,305
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